
令和元年9月 13日 公表

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」におけ

る健全化判断比率及び資金不足比率の公表について

山形県金山町

I.監査委員の審査及び議会への報告について
各指標の算定につきましては、総務省から示された平成 30年度決算における算定
方法及び算定様式に基づき比率を算出し、算定の基礎事項を記載した書類について監

査委員から審査していただき、地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成 19
年6月 22日 法律第94号)第 3条第 1項により、監査委員の意見を付して 9月 5日
に議会へ報告いたしました。

E .平成30年度決算における健全化比率、資金不足比率について
健全化判断比率 【()は早期健全化基準比率】

①実質赤字比率   実質赤字なし (15.0%)
②連結実質赤字比率 実質赤字なし (20.0%)
③実質公債費比率    9.1% (25.0%)前 年度対比+ O
④将来負担比率    56.6%(350,0%)前 年度対比+ 5

資金不足比率 【早期健全化基準比率20%】

①水道事業会計         資金不足なし
②公共下水道事業特別会計    資金不足なし
③農業集落排水事業特別会計   資金不足なし

Ⅲ.監査委員の意見

別紙意見書のとおり
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平成 30年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率に伴う
審査意見について

このことについて、男け紙のとおり提出します。
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健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書

1.審査の根拠

地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成 19年 6月 22日 法律第 9
4号)第 3条第 1項により、次のとおり意見を提出する。

2.審査の概要

健全化判断比率の審査は、 7月 18日 に提出された平成 30年度決算にお
ける健全化比率、資金不足比率についての基礎事項を記載した書類が適正で

あるかを主眼として実施した。

3.審査の結果

平成 30年度決算における健全化比率、資金不足比率の算定については、
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における健全化判断比率を算

定するための様式に関する記載要領に基づき審査したところ、適切に漏れな

く算定されていると認められる。

4.個別意見

(1)健全化判断比率について
実質赤字比率、連結実質赤字比率については、紺象となる全ての会計で

実質収支の黒宇や剰余額があり「実質赤字なし」となっている。

実質公債費比率及び将来負担比率については、 2年連続で比率は増加と
なっている。

算定内容を分析した結果、実質公債費比率及び将来負担比率の要因は次
のとおりで、各比率とも基準内であり問題はない。

【実質公債費比率悪化要因】

①  診療所を含む特別会計の元利償還金への一般会計操出金が増加し
ている。

②  平成29年度以降、普通交付税と臨時財政封策債発行可能額の総額
が減額され、分母となる標準財政規模が25億円を下回つている。



【将来負担比率悪化要因】

①  平成26年度より過疎指定を受け、大型事業による起債発行により
起債残高が増加している。

②  診療所を含む特別会計の起債発行により、公債費分の一般会計から
の繰入見込み額が増加している。

③  財源調整基金等からの繰入金により財源確保したことにより、充当
可能基金残高が減少している。

(2)資金不足比率について
適用となる公営企業は、上水道事業、公共下水道事業及び農業集落排水

事業の 3事業であるが、全ての会計で繰越金や内部留保資金等の剰余額を

有していることから「資金不足なし」となっている。

今後、アメリカ及び中国の経済大国の貿易戦争等により世界経済は混迷

していく。国内においては、東京オ リンピック開催に向けた内需景気は高

揚 していくが、その後には担い手不足も伴い急速に経済悪化が見込まれる。

日本は過去最大の借金を抱え、消費税増税を今年 10月 1日 から行 うもの
の、国債返済に伴 う公債費や少子高齢化による社会保障費の増大等により

安定した財源確保が困難となり、地方公共団体にも多大な影響が生 じる状

況となる。

当町においては、平成 26年度に過疎指定を受け大規模な施設整備を続
けて実施 したことにより地方債残高が増加 し、過疎債の元金償還により公

債費は大幅に増加 してくることが見込まれ、引き続き公債費負担の適正化、

徹底 した事業見直しによる行政コス トの軽減、特別会計の経営健全化など、

将来に負担を残さない予算の編成 と執行を図り、町民から理解 と共感を得

られる財政運営を望むものである。



総括表① 健全化判断比率の状況 (平成30年度決算)

団体区分

↑※必ず選択して下 Vヽ。

、F(、 1、 30.00

(単位 :%)

(単位:%)

将来負担比率

56.6

実質公債費比率

19

連結実質赤字比率実質赤字比率市区町村名

金山町

都道府県名

山形県

5.町村

地方公共団体
コード

063614

350,025.0

35,0

20.00

30.00

15.00

20,00

早期健全化基準

財政再生基準

標準財政規模
(千円)

96,3352,418,225



総括表② 連結実質赤字比率等の状況 (平成30年度決算)
・ヽ●1 3000

(分母比)
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※ 実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、
「実質赤字比率く。ノ6)」又は「連結実質赤字比率 (%)」 は負の値で表示されます。
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総括表③ 実質公債費比率の状況(平成30年度決算)
Ve「 3000

団体名 山形県金山町

千 円

実質公債費比率
(3カ 年平均)

9.1

⑪

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償遠全及び準
元利償還全くただ
し、④～⑦に係
るものは、地方
債の元利償還額
を基礎として算
入されたものに
限る)

16,690

16,608

16,731

⑩
災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

200,953

201,066

212,068

③
事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

111,359

86,339

79,490

③
特 定財源 の額

(3③ A表 「特
定財源計」欄の
数値を転記)

3,282

2,607

3,187

②
一 時悟 入金 の利
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公l貝
~賓

債務負
係るも
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⑤
一部事務組合等
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又は負担金
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11,688

5,975

④
公官企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
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繰入金 (3②表
「合計※」桐の
数値を転記)

154,018
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170,099

③

石刃l一倍慣還地
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りの元金償還金
に相当するもの
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を転記)

②
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を転記)

①
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を除く)(3③
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全」欄の数値を
転記)
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総括表④ 将来負担比率の状況 (平成30年度決算)

将来負担額

(分母比) 212 82

充当可能財源等

(分母比 ) 59

将来負担額 A

6,519,078 309

!ヽel_3000 団体名 山形県金山町

将来負担比率 (0/6)

56.6

0 14

算入公債費等の額 D

308,339

A ― B

1,194,892

C ― D

2,109,886

0

2 2

標準財政規模 C

2,418,225 115 15 100

組合連結実質
赤字額負担見込額

0

連結実質
赤字額

0

設立法人の

負債額等
負担見込額

00000

退職手当
負担見込額

300,604

組合
負担等見込額

5,975

公営企業債等
繰入見込額

1,737,485

債務負担行為に
基づく支出予定額

6,165

地方債の現在高

4,468,849

基準財政需要額
算入見込額

4,046,85636,689

充当可能
特定歳入

36,689

充当可能基金

1,240,641

充当可能財源等 B

5,324,186


